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　����年（昭和��年）７月��日の竹島での巡視船
「へくら」銃撃事件を受け、国際司法裁判所提訴を
含めた日本政府の方針が検討されたことを伝え
ている。なお、翌��日に日本政府は韓国政府に対
し抗議の口上書を発出し、翌１４日にその内容を
対外的に公表した（→No.��）。
　本件記事は、上記事実関係についてとりあげて
いるほか、韓国による李承晩ラインの一方的設定
以来この時点までに発出された竹島問題に関す
る日韓両国間の口上書（日本：����年（昭和��
年）１月��日、韓国：����年（昭和��年）２月��日、
日本：����年（昭和��年）４月��日）を紹介して、
日韓両国の主張を整理している。

資料概要

内容見本
十二日朝竹島付近で海上保安庁巡視船が韓国
漁船から射撃された事件につき、外務省では十
三日午後八時在日韓国代表部に対し口上書を
もって厳重抗議を申入れたが、政府としては今
後の成行き如何によっては竹島の領有権に関し
ヘーグの国際司法裁判所への提訴、および国連
への提訴をも考慮中であるといわれ、同問題の
成行きは俄然注目されるに至った。

今回の抗議は十三日午後行われた海上保安
庁、法務省、国警、外務省の合同会議の結果発
せられたもので、（略）韓国側がこの抗議に対し
て依然黙殺の態度をとるか、誠意ある態度を示
さぬときは日本としても重大決意で当るべきだ
との意見が支配的だった（略）

����年（昭和��年）�月��日付読売新聞

竹島の領有権明確化へ　国連に提訴か
韓国の不誠意に強硬決意
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韓国に継続的に抗議を行い、国際司法裁判所への提訴を検討していることを報じる記事
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　竹島問題の国際司法裁判所付託を提議した日本政府
の口上書（����年（昭和��年）�月��日付）及び竹島領有
に関する日本政府の見解（����年（昭和��年）�月��日
付）が掲載されている。  

資料概要 内容見本
かねて日韓両国間に係争中の竹島の領有権問題に関し、韓国
側はわが方の過去数次にわたる抗議と申入れにもかかわらず、
竹島に対する韓国側の領土権を主張して譲らないのみならず、
最近に至っては、（略）実力による支配を確立せんとしている。

竹島の領有権問題の国際司法裁判所への付託につき韓国政府に
申入れについて
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竹島の領有権問題の国際司法裁判所への付託提案 (1954年9月25日)と政府見解第2回 (1954年2月10日)




